
これより、当社連結子会社である富士ゼロックス株式会社の海外販売子会社にかかる
性会計処理の妥当性について、

6月10日に受領した第三者委員会の調査報告結果の概要と、今後の当社の対応につ
いてご説明いたします。



本資料に用いております各用語については、こちらをご参照ください。
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続きまして、第三者委員会より報告を受けた内容についてご説明いたします。

最初に、調査によって明らかになった事象についてご説明いたします。

今回の調査で、富士ゼロックスニュージーランドにおいて、2010年度～2015年度にお
ける一部の会計処理が不適切に行われていたことが明らかになりました。

そして、他の子会社を確認した所、富士ゼロックスオーストラリアでも類似の事象が
あったことが確認されましたあったことが確認されました。
日本を含む他の地域での不適切な会計処理は確認されておりません。

本件による過年度決算の修正金額は、2010年度～2015年度の6年間累計で、
株主資本に与える影響額が、281億円。これは過去6年間の「当社株主帰属当期純利
益」に与える影響の累計額です。
なお、2016年度の決算への影響は軽微です。

また、富士ゼロックスの内部統制において問題があることが確認されました。

富士フイルムホールディングスの富士ゼロックスに対する管理体制についても、ご指摘
をいただいております。
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続いて、富士ゼロックスニュージーランドで行われていた不適切な会計処理の概要に
ご説ついてご説明いたします。

富士ゼロックスニュージーランドでは、機器販売時に、機器代金・消耗品代・保守料金、
金利等を纏めて毎月のコピー料金で回収する 機器販売と保守サービス等を一体化さ
せたMSA契約を導入していました。
MSA契約は、機器導入時にキャピタルリースとして機器相当の売り上げを初年度に一

括計上し、その後月間のターゲットボリュームに応じて定めたコピー単価に実際のコ括計上し、その後月間のタ ゲットボリュ ムに応じて定めたコピ 単価に実際のコ
ピー枚数を乗じたコピー料金で回収するものです。

キャピタルリースで処理するためには、ある一定の条件をクリアしなければなりません。
本来キャピタルリースの条件を満たしていない案件は、機器売上相当分を初年度に売
上計上するものではなく、月々のコピー料金を都度売上計上しますが、富士ゼロックス
ニュージーランドの場合、全ての案件をキャピタルリースとして処理していました。その
結果、コピーボリュームが契約時に設定したターゲットに届かないことや、最低利用料
が明確に設定されていなかったなどの理由で債権が回収できない取引が多数発生し、が明確に設定されていなかったなどの理由で債権が回収できない取引が多数発生し、
それが常態化していました。

また、第三者委員会の調査で他のアジアパシフィック地域法人を調査した結果、富士
ゼロックスオーストラリアでも、富士ゼロックスニュージーランドと類似した事象が確認さ
れました。
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続いて、不適切な会計処理が行われた背景について、ご説明いたします。
第 者 報告第三者委員会の報告によると、

富士ゼロックスニュージーランドの社長や従業員には、コミッションやボーナス等のイン
センティブがあり、その仕組みは売上を重視したものであったため、売上を早期に計上
する不適切な会計処理を続けたこと。

富 ゼ ク ジ ド 締役会が有効 機能 おらず 富 ゼ富士ゼロックスニュージーランドでは、取締役会が有効に機能しておらず、富士ゼロッ
クスニュージーランドの社長に権限が一極集中し、業務管理プロセスの透明性に欠け
ていたこと。

富士ゼロックスアジアパシフィックの子会社管理体制の不備、富士ゼロックスの監査体
制や管理部門による統制の欠如など、内部統制上の問題があり、その結果、富士ゼ
ロックス社内報告の過程で情報が遮断され、富士ゼロックス会長、社長に適切な実態ック 社 報告 過程 情報 遮断され、富 ック 会長、社長 適切な実態
情報が報告されなかったこと。

富士フイルムホールディングスの富士ゼロックスに対する監視体制、監査部門の監査
体制、情報共有体制に不備があり、富士ゼロックスから富士フイルムホールディングス
に実態情報が報告されなかったこと。

等が上げられています等が上げられています。
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続いて、第三者委員会より指摘を受けた、マネジメント上の課題についてご説明します。

富士ゼロックスニュージーランドにおいては、

①ルールを無視した売上至上主義是正のためのインセンティブ見直し

②報告ライン集中化の是正に向けた社内体制の整備

富士ゼロックスにおいては、

①子会社・関係会社に対する管理体制の強化

②社内における情報共有の強化と業務管理プロセスの透明性向上

③取締役会による監督機能と監査役、監査部門による監査機能の強化
④経理部門のチェック機能強化
⑤法令遵守意識の向上、との課題指摘を受けております。

富士フイルムホールディングスにおいては、富士ゼロックスに対する管理体制の強化
を指摘されております。

これらの指摘事項を含め、当社は、今回の第三者委員会の調査結果を真摯に受け止
め、多面的な施策を実施することで、再発防止に努めます。
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今回の問題に対し、富士ゼロックス、富士フイルムホールディングの人事上の措置を
行います。

富士ゼロックスは、取締役3名と執行役員2名、常勤監査役1名が退任します。

また、報酬・賞与を3ヶ月間・10～50％カット致します。

富士フイルムホールディングスの会長・社長も 3ヶ月間報酬を10％返上いたします富士フイルムホ ルディングスの会長 社長も、3ヶ月間報酬を10％返上いたします。
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続きまして、本件に対する富士フイルムホールディングスの対応についてご説明します。

まず、富士フイルムホールディングスから、富士ゼロックスへのガバナンスを強化し、
業務管理プロセスを強化します。具体的には、次の３つの観点で取組みます。

一つ目は、組織体制の見直しです。

富士フイルムホールディングスに富士ゼロックスの経理・監査等の経営管理部門を統
合し 業務管理プロセスを強化します合し、業務管理プロセスを強化します。

二つ目は、富士フイルムホールディングスから富士ゼロックスへの経営人材派遣です。

富士フイルムホールディングスから富士ゼロックスへ、取締役および経営管理実務責
任者を派遣します。富士ゼロックスの新たな経営体制については、次のスライドでご紹
介します。さらに、これまで以上にグループ内での人材交流を拡大していきます。

グ プ内部統制 強 す 関係会社経営管 ク管 重点事三つ目は、グループ内部統制の強化です。関係会社経営管理、リスク管理の重点事
項と経営者の行動規範を規定し、関係会社経営管理のガイドラインを拡充します。

合わせて、グループ内報告体制を再構築し、強化いたします。富士ゼロックスから富士
フイルムホールディングスへの報告体制をはじめ、関係会社を含む富士ゼロックス内
の報告体制や、意思決定に関する会議体を再構築し、強化します。コンプライアンス教
育についても、強化・再徹底し、人材育成を強化いたします。
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続いて、富士ゼロックスの新たな体制についてご説明します。

富士フイルムホールディングス会長の古森が、富士ゼロックス代表取締役会長に就任
するのをはじめ、
新たに派遣する3名の取締役・監査役と合わせ、富士フイルムホールディングスから計
7名の役員を派遣し、富士ゼロックスの経営力を強化いたします。
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続いて富士フイルムホールディングスの新たな経営体制についてご説明します。

富士フイルムホールディングスの取締役会の構成を見直し、ガバナンス体制を強化し
ます。

現在、当社の取締役は12名ですが、人数を9名に減らすことで、取締役会の機動的な

運営と審議の活性化および経営の意思決定の迅速化を図り、よりタイムリーな経営判
断を行っていきます。
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6月29日開催予定の株主総会の決議を経て、富士フイルムホールディングスの取締役
締役 率 高 多様 観 各 締役が意会の社外取締役比率を3分の一に高め、より多様な観点から各取締役が意見を交わし、

意思決定の妥当性を確保します。法曹界出身者および会社経営者を社外取締役の候
補として提案します。

社外取締役候補者は、

セーレン株式会社の川田達男（かわだたつお）代表取締役会長、

東京地方裁判所所長など 職を 任 在 法律事務所 特 顧問をお勤め東京地方裁判所所長などの要職を歴任し、現在は法律事務所で特別顧問をお勤めの
貝阿彌 誠（かいあみまこと）氏、

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社の北村邦太郎（きたむら くにたろう）代表
取締役です。

これらの多面的な対策を通じ、オープン、フェア、クリアな企業文化の徹底を図るととも
に グループ経営力とガバナンスを強化しますに、グル プ経営力とガバナンスを強化します。

以上、第三者委員会からの報告概要と当社の今後の対応についてご説明いたしまし
た。

ご静聴いただき、ありがとうございました。
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